
社会教育活動促進事業（社会教育団体活動費補助金）交付要綱  

 
                                                 （平成 25年４月 16日教育長決定） 
                            沿革 
                                                         平成 26年３月 31日一部改正 
                                                         平成 28年３月 30日一部改正 

                             令和 ３年３月 31日一部改正 
令和 ８年３月 31日一部改正 

第１ 目的 
  様々な社会的変化を乗り越え、他者と協働しながら、自らの可能性を最大限に伸長し、多様
な人々が主体的に参画できる包摂的な社会の実現が重要となっていることから、社会教育推進
活動を行う団体に助成することによって、その自主的な活動を促進するため、公益財団法人北

海道生涯学習協会が行う生きがいづくり生涯学習促進事業等に対し、予算の範囲内において社
会教育活動促進事業（社会教育団体活動費補助金）として補助金を交付するものとし、当該補
助金の交付に関しては、北海道補助金等交付規則（昭和 47年北海道規則第 34号。）の規定に
よるほか、この要綱の定めるところによるものとする。 

 
第２ 補助金の交付の対象 

    補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次のとおりとする。 
（１）生きがいづくり生涯学習促進事業 

生涯にわたり学び続けることの楽しさや生きがいを生み出す学習機会の提供をするも
の。 

（２）広報誌発行事業 
広報誌発行により生涯学習に関する情報を提供し、社会教育活動を推進するもの。 

 
第３ 補助対象者 

補助金の交付の対象となる者は、次のとおりとする。 
（１）生きがいづくり生涯学習促進事業 公益財団法人北海道生涯学習協会 
（２）広報誌発行事業 公益財団法人北海道生涯学習協会 

 

第４ 補助対象経費 
    補助金の交付の対象となる経費は、次のとおりとする。 

（１）生きがいづくり生涯学習促進事業 
〔報酬、共済費、報償費、旅費、需用費（食糧費を除く。）、役務費、使用料及び賃借
料〕 

（２）広報誌発行事業 

    〔需用費（食糧費を除く。）、役務費〕 
第５ 補助率 
  補助率は、次のとおりとする。 
 （１）生きがいづくり生涯学習促進事業 定額とし、別途通知する。 
（２）広報誌発行事業 定額とし、別途通知する。 

 
第６ 補助金の交付の申請 
 １ 補助金の交付の申請をしようとする者は、補助金等交付申請書（別記第１号様式）に次に

掲げる書類を添付して北海道教育委員会教育長（以下「教育長」という。）に提出しなけれ
ばならない。 
（１）事業計画書（別記第２号様式） 
（２）補助金等交付申請額算出調書（別記第３号様式） 

（３）経費の配分調書（別記第４号様式） 
（４）事業予算書（別記第５号様式） 
（５）資金収支計画書（別記第６号様式） 
（６）電子交付申出書兼メールアドレス確認書（別記第７号様式）（道から補助金の交付を

申請しようとする者に対して行われる通知等について、電子交付（通知等の内容を記録
した電磁的記録に、電子署名を行い、補助金の交付を申請しようとする者がクラウド上

で受領できる交付方法）を希望する場合に、提出すること。） 



 

（７）その他別に指示する書類（定款等、公益財団法人北海道生涯学習協会に関する書類） 

 ２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。 
（１）提出期限 補助を受けようとする年度の４月 15日 
（２）提 出 先 北海道教育庁生涯学習推進局社会教育課(北海道立生涯学習推進センター） 

３ 補助金の交付を申請しようとする者は、交付申請時に当該補助金に係る消費税等仕入控除
税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年

法律第 108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に
地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額
に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合
には、これを減額して申請しなければならない。ただし、交付申請時において、当該補助金
等に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りでない。 

 

第７ 交付決定前着手 
補助金の交付を申請しようとする者は、事業の効果的な実施を図る上で、交付決定前に事業

に着手する必要がある場合には、補助金交付決定前着手届（別記第８号様式）を教育長に提出
しなければならない。 

 
第８ 補助金の交付の決定等 

教育長は、補助金の交付の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは速
やかに交付の決定を行い、補助指令書（別記第９号様式）により、申請者に交付の決定の内容
及び交付の条件を付し通知するものとする。 

 
第９ 申請の取下げ 
１ 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付の決定の内容又
はこれに付された条件に対して不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から 10 日
以内に、補助金等交付申請取下書（別記第 10 号様式）を教育長に提出し、申請の取下げを

することができる。 
２ １の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなか

ったものとみなす。 
 

第 10  補助事業の変更 
補助対象経費の配分を変更するときは、補助事業等変更承認申請書（別記第 11 号様式）に

第６の１に掲げる書類を添付の上、あらかじめ教育長の承認を受けなければならない。ただし、

各事業における補助対象経費の増減額が 10パーセント未満のときは、この限りではない。 
また、補助事業者は、補助事業の内容の変更をしようとするときは、補助事業等変更承認申

請書（別記第 11号様式）に第６の１に掲げる書類を添付の上、あらかじめ教育長の承認を受け
なければならない。ただし、当該該事業の目的に変更を来さない場合で、かつ、補助対象経費

の増減額が 10パ－セント未満のときは、この限りでない。 

  
第 11 補助事業の中止又は廃止 
  補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、あらかじめ教育長に補
助事業等中止（廃止）承認申請書（別記第 12号様式）を提出し、その承認を受けなければなら
ない。 

 
第 12 補助事業の執行の遅延又は不能 
  補助事業者は、補助事業が期限までに完了しないとき又はその遂行が困難となったときは、
速やかに教育長に補助事業等執行遅延（不能）報告書（別記第 13号様式）を提出し、その指示
を受けなければならない。 

 

第 13 補助金の概算払 
 補助事業者は、概算払の申請をしようとするときは、補助金等概算払申請書（別記第 14号様

式）に最新の資金収支計画書（別記第６号様式）を添えて、教育長に提出しなければならない。 
 

第 14  実績報告等 

１ 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、補助



 

事業完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して 30日以内又は翌年度の４月 10日
のいずれかの早い日までに、補助事業等実績報告書（別記第 15 号様式）に次に掲げる書類
を添付して教育長に提出しなければならない。 

（１）事業実績書（別記第２号様式） 
 （２）補助金等精算書（別記第 16号様式） 

 （３）事業精算書（別記第 17号様式） 

 （４）その他教育長が必要と認める書類 
２ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等
仕入控除税額があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報
告しなければならない。 

３ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告に
よりこの補助金に係る消費税等仕入控除額が確定した場合には、消費税等仕入控除税額報告
書（別記第 18 号様式）によりその金額（実績報告において、２により減額した場合にあっ

ては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに教育長に報告するとともに、当
該金額を返還しなければならない。 

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であ
っても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月 30 日までに教育長に

報告するとともに、補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに教育長に報告

し、当該金額を返還しなければならない。 
 

第 15 補助金の額の確定 
  教育長は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助事業の実施結
果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合すると認め
たときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

第 16 交付の決定の取消し 

１ 教育長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるとき

は、その返還を命ずるものとする。 

  （１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用しないと
き。 

  （２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金を過大に請求し、又は受領したとき。 
  （３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交付する

補助金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 

（４）（１）から（３）までに掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の決定
の内容若しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく教育長の処分に違

反したとき、又は不正な行為をしたとき。 

２ １の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用が

あるものとする。 

 
第 17 電子メールによる申請等 

補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知につい
ては、当該申請等に係る書類の電磁的記録を次の電子メールアドレスに電子メールを送信する
方法により行うことができる。 

【電子メールアドレス】shougai.11@pref.hokkaido.lg.jp 
 

第 18 補助金の交付等に関する権限の委任 
  この補助金の交付決定、補助金の額の確定その他補助金の交付に関する知事の権限は、教育

長に委任されている。 
 
第 19  補則 

この要綱に定めるほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 
 
 



 

      附 則 
 この要綱は、平成 25年４月 16日から施行する。 
      附 則 

 この要綱は、平成 26年４月１日から施行する。 
      附 則 

 この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


